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要約 
 2015年 9月に採択された、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030アジ

ェンダ」では、「持続可能な開発目標(SDGs)」がかかげられ、2030年までに達成すべき 17

の目標と 169 のターゲットが設定された。17 の目標のうち、第 1 の目標は「貧困をなくそ

う」であるが、未だ約 7億 3600万人が 1日 1.9ドル以下で生活しており、世界の貧困状況

はなくなっていない(2016 年現在)。しかし貧困撲滅のために莫大な資金を開発途上国に投

入するだけの支援が世界では主に行われており、このような支援では、資金に限りがある

ため持続可能性に欠ける。そのため今後も継続して世界の貧困問題に全世界で取り組み、

貧困をなくすためには、資金を投入するだけの支援ではなく、少ない費用で、支援プログ

ラムの終了後も支援対象者が自立できる支援が必要不可欠である。 

 そこで我々は日本の ODA の理念である「自助努力」・「人づくり」が重要であると考え、

世界で主に行われている支援と日本的な支援を比較し、その効果を測ることで開発途上国

に対する支援のあり方を提唱する。 

 まず我々は、セネガル農村において、(ⅰ)介入実験を行わないコントロールグループ、

(ⅱ)世界で主に行われているトップダウン型の支援を技術訓練で体現したトリートメント

グループ 1、(ⅲ)トップダウン型の支援に加え、日本で主に行われているボトムアップ型

の支援を、SMS で市場価格を送り、ミーティングを開催することで体現したトリートメン

トグループ 2 のそれぞれ 2 か村を選定し、介入実験を行なった。そしてその実験前後のデ

ータを用いて DID(Difference-in-Difference)を行ない、介入の効果を分析した。この際、

介入の効果としては「市場動向認知能力指数」という農家の能力の向上を短期的に図るこ

とのできる新たな変数を作成し、検証した。 

 分析の結果、世界で主に行われているトップダウン型の支援は、農家の市場動向認知能

力を増加させたものの、有意には働かないことが判明した。よって、トップダウン型の支

援は農家の能力を向上させることにはつながらないことが明らかになった。しかし一方で、

ボトムアップ型の支援は農家の市場動向認知能力を有意に向上させることが判明した。ま

た、技術訓練を行なうことで向上する能力よりも、SMS で市場価格を送り、ミーティング

を開催することで向上した能力のほうが上昇幅が大きかったことから、トップダウン型の

支援を行なうよりも、ボトムアップ型の支援のみを行なうほうが効果的であることが判明

した。この結果は日本型の支援の重要性を示唆している。 

 分析結果より、我々は 3 つの政策提言を行なう。1 つ目は普及員育成プログラムの海外

派遣である。2 つ目は農業組織の機能強化、そして 3 つ目はミーティングの開催である。

これらの政策提言は、日本型の支援を広め、支援の質を向上させることによって、持続的

な支援を可能にし、世界の貧困をなくすことにつながる。よって、本稿は他の開発途上国

においても応用できる支援のあり方を提唱するため、非常に普遍性が高く、有意義なもの

になるだろう。 
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はじめに 
 本稿では、西アフリカに位置するセネガル共和国の農村部において、聞き取り調査に加

え、3週間の介入実験を行なった。この聞き取り調査・介入実験を通じて、「開発途上国

に対する支援のあり方」について検証・考察する。 

 2015 年 9 月に、アメリカニューヨーク国連本部において、「国連持続可能な開発サミッ

ト」が開催され、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が

採択された。アジェンダでは、2000 年 9 月に制定されたミレニアム開発目標(MDGs)の後継

である「持続可能な開発目標(SDGs)」がかかげられ、2030 年までに達成すべき 17 の目標

と 169 のターゲットが設定された。17 の目標のうち、第 1 の目標は「貧困をなくそう」で

あるが、未だ約約 7億 3600万人が 1日 1.9ドル以下で生活しており、世界の貧困状況はな

くなっていない。 

しかし日本の ODA の総額が年々減少しているという現状からも理解できるように、莫大

な資金を投入するだけの支援は、資金に限りがあるため持続可能性に欠ける。今後も継続

して世界の貧困問題に全世界で取り組み、貧困をなくすためには、世界で主に行われてい

る資金を投入するだけの支援ではなく、少ない費用で、支援プログラムの終了後も支援対

象者が自立できるような支援が必要不可欠である。しかし、欧米では今なお資金を投入す

るだけの支援が見受けられる。そのような支援は現地の人との関わりをあまり持たない、

一方的なトップダウンの支援になっていることがあり、中には金銭的な補償や物資の配布

のみとなっていることも多い。このような現場を考慮しない支援では支援対象者の自立は

促されず、長期間の支援が必要になってしまう。よって、費用の面での負担が大きいため、

今後も継続して世界の貧困問題に全世界で取り組み続けることは難しい。 

そこで我々は日本の ODA の理念である「自助努力」・「人づくり」が重要であると考え

る。日本の政策は上記のような一方的な支援ではなく、日本の専門家が相手国の技術者や

支援対象者と直接触れ合うことを特徴としている。直接触れ合うことにより一方的な支援

にならず、互いに理解を深めながら適切な知識やノウハウを伝えることができ、さらには

人自体が成長することにつながる。このようなキャパシティ・ディベロップメントを重視

した支援の方法は世界でも類を見ない、日本ならではの支援である。そこで我々は世界で

主に行われている支援と日本的な支援を比較し、その効果を測ることで開発途上国に対す

る支援のあり方を提唱する。 

日本的な支援のあり方の重要性が学術的に検証されていない現在、介入実験を通じて支

援のあり方を検証することは、非常に有意義なものである。さらにこの結果はセネガル農

村のみならず、他の開発途上国においても応用できるため、非常に普遍性の高いものだと

言える。 

そこで本稿では以上のことを踏まえ、第 1 章ではセネガル農村や支援の現状・問題点を

考察し、第 2 章では先行研究を示し、本稿の位置づけについて述べる。第 3 章では我々が

行なった調査内容と分析結果について述べ、第 4 章では以上のことを踏まえた政策提言を

行なう。 
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第 1 章 現状分析・問題意識 
 

第 1節 現状分析 
 

第 1 項 基本情報 
セネガル共和国(以下セネガル)はアフリカの最西端に位置する。総面積は 197,161 平方

キロメートルで日本の約半分であり、2016 年時点での人口は 1,541 万人で、セネガル労働

人口の約過半数が農業に従事している。公用語はフランス語で、その他にも民族語のウォ

ルフ語などが話されている。宗教は国民の 95％がイスラム教を信仰している。首都はダカ

ール(Dakar)である。 

セネガルは 1970年代以降、主要輸出品である落花生の価格の低迷等により、財政赤字、

国際収支赤字、対外累積債務等の問題を抱えていたが、緊縮財政など本格的な経済再建に

着手し、1995年以降は常に 5%以上の経済成長率を維持してきた。2016年の GDPは 147.7憶

ドルで経済成長率は 6.6％であった。しかしその一方で貧富の格差が問題となっている(出

典：外務省)。2011 年時点でのセネガルの貧困率は 37.98％であり、3 人に 1 人以上が貧困

に悩まされている。 

我々はセネガルの第 2の都市であるティエス(Thiès)で調査を行なった。ティエスは、面

積 6,601 平方キロメートル、人口は約 140 万人で、他の地域に比べて果樹の栽培が盛んな

都市である。 

 

 

第 2 項 セネガル農業の現状 
セネガルでは野菜や果物の園芸作物が 2000年代以降成長を遂げ、輸出の増加だけでなく、

国内市場も拡大傾向にある。ニャイ地区と呼ばれるダカール・ティエス・ルーガ

(Louga)・サンルイ(St. Louis)地域では、国内園芸生産量の約 6 割を占めており、セネガ

ルにおいて最も重要な園芸栽培地帯である。しかし農家は、生産量の増加による値崩れと

農産物廃棄、低い保存・加工技術・資金へのアクセスなどの問題に直面し、収入が伸び悩

んでいる。 

ニャイ地区のティエスでは、主にジャガイモ、キャベツ、ナス、ニンジン、トマトなど

を生産しており、農家 1 人あたりの平均栽培面積は、3.6(ha)から 5.9(ha)である。ティエ

スでの主要作物の選択理由は、「利益が出るから(57.0％)」に次いで、「長年栽培してき

ているから(40.5％)」になっている。このことから、未だに多くの農家は利益を見越して

いない営農をしている可能性がうかがえる。ニャイ地区の農家は 56.8％の生産物を近隣の

生産物市場に出荷しており、40.7％の生産物を仲買人を通じて出荷・販売している。使用

可能な水量に限界があるところでは、1 家を養うのに十分な栽培敷地面積を確保できてい

ないという現状がある(出典:ニャイ地区実態調査)。 

 

第 3 項 持続可能な開発 
2015 年 9 月に、アメリカニューヨーク国連本部において、「国連持続可能な開発サミッ

ト」が開催され、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が

採択された。アジェンダでは、2000 年 9 月に制定されたミレニアム開発目標(MDGs)の後継

である「持続可能な開発目標(SDGs)」がかかげられた。 

 「持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals)」では、人間、地球及び繁栄の
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ための行動計画として、2030年までに達成すべき 17の目標と 169のターゲットがかかげら

れている。17 の目標とは、「貧困をなくそう」「飢餓をゼロに」「すべての人に健康と福

祉を」「質の高い教育をみんなに」「ジェンダー平等を実現しよう」「エネルギーをみん

なにそしてクリーンに」「働きがいも経済成長も」「産業と技術革新の基盤をつくろう」

「人や国の不平等をなくそう」「住み続けられるまちづくりを」「気候変動に具体的な対

策を」「海の豊かさを守ろう」「陸の豊かさを守ろう」「平和と公正をすべての人に」

「パートナーシップで目標を達成しよう」である(図 1 参照)。これらは、すべての人にと

ってより良い、持続可能な未来を達成するために必要不可欠な目標である。 

 

 

図 1 持続可能な開発目標(SDGs) 17 の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：外務省より引用 

 

1981 年には途上国人口の半分が最貧困であったが、2010 年には最貧困比率は 21％に減

少した。しかし、世界銀行が 2013 年に発表した貧困に関する研究報告によると、未だ約 7

億 3600万人が 1日 1.9 ドル未満で暮らす貧困状態にある。特にサブサハラ・アフリカが世

界の最貧困層の 3 分の 1 を占めると指摘されている(出典：世界銀行ホームページ)。これ

は SDGｓの第 1 の目標に「貧困をなくそう」とあるように、世界の貧困問題は非常に深刻

で、早急に解決していくべき問題である。(出典:外務省) 

 

第 4 項 現在の支援の状況 
現在の国際協力の傾向は、物資やお金を提供するだけの支援が主流である。日本を含む

先進国が 60 年以上にわたり、途上国に援助を行っており、毎年 1,000億ドルが政府開発

援助(Official Development Assistance : ODA)として途上国に提供されている。2016年

時点では、1,576.8億ドルが DAC(Development Assistance Committee)諸国から支出され

ている。国際農業開発基金(International Fund for Agricultural Development : IFAD)

は低利子の貸付や無償資金を提供するなど、基本的な財政援助によって農村開発を進めて

いる。また、我々が調査を行なったセネガルにおいても、カナダ協力庁による補助金が支

給ダレルマイクロクレジット型支援(Programme d’Aménagement et de Développement 

Economique des Niayes : PADEN)が 2011年から 2016 年にかけて行われていた。 

しかしこのような潮流がある中、日本の支援は「自助努力」・「人づくり」という考え
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方のもと、形作られてきた。この自助努力支援とは、途上国の人々の努力があって初め

て、持続可能な経済成長が実現するという考えに立ち、支援が終わっても自らの手で事業

を持続・発展的に行えるような協力をしていこうというものである(出典：JICAホームペ

ージ)。 

 このような世界的な支援と日本的な支援との違いは、トップダウン型の支援とボトムア

ップ型の支援に分けられる。トップダウン型の支援とは政府職員による政策策定から始ま

る一方、ボトムアップ型の支援は運用レベルで特定の問題に関して相互しあう行為者の分

析から始まる。つまり支援対象者と普及員に、より寄り添った支援を提供することができ

ると言える。Clauida & Feola & Steinberger(2010)によると、このトップダウン型の支

援は、しばしば利害関係者との関与度が低いため、支援の結果の運用と適用の実現が困難

な場合がある。さらにトップダウン型の支援は、莫大な資金が必要な場合が多く、このよ

うな支援は資金が限られているため、持続可能性に欠ける。実際に日本の ODA の総額は

年々減少傾向にあり、ピーク時の 1997年の日本の ODA予算は 11,452億円であったが、

2018年には 5,538億円と半数以下まで減少している(図 2参照)。 

 

図 2 世界の ODAについて 

 
出典：外務省より作者作成 

 

 また、世界的な支援と日本型の支援の違いは、資金量からも見受けることができる。一

般的に日本の ODA は人づくりに基づく支援を行なっていると言われている一方、世界銀行

などに見られる支援はトップダウン型をとっており、莫大な資金を投入するという特徴が

見受けられる。ここで問題となってくるのは日本の支援が効果的だと判断された場合でも、

莫大な資金を投入していたら、決して支援の質が高いから効果的だったとは言えないこと

である。しかし今まで行われた支援プロジェクトの中でも、日本的な支援は世界的な支援

ほど資金がかかっていないことが分かる。 

 まず日本的な ODAの例として 2015年からアフガニスタンを対象に日本の独立行政法人の

国際協力機構(以下 JICA)によって「灌漑システム改善及び組織能力強化を通じた農業生産

性向上計画」という支援が行われている。この支援はアフガニスタンの 6 県において、灌

漑施設の改善、改良種の普及および農業灌漑放牧省の職員の能力向上を行なうことにより、

同国の持続的かつ自立的発展に寄与することを目的に行われている。ここで見られる日本

的な支援の特徴としては、灌漑施設を整備することにとどまらず、現地職員の訓練・指導

による持続的かつ自立的な発展を目的としていることである。実施期間は 3 年であり、こ

のプロジェクトに投入された金額はおよそ 14 億 8700 万円である。 

 一方で同様の灌漑システムの改善を目的とした世界銀行の支援として「Smallholder 

Irrigated Agriculture and Market Access Project」というものがある。こちらはモザン

ビークにおいて灌漑システムの改善を行なうことを目的としたプロジェクトである。主に

灌漑施設および灌漑インフラの整備を行ない、さらには小規模農家に対する投資支援や補
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助金による支援も含んでいる。この金銭的な補助がいわゆるトップダウン型の支援である。

このプロジェクトの実施期間は 6 年であり、投入された金額はおよそ 63 億 5000 万円にも

のぼる。 

 この 2 つのプロジェクトは 3 年と 6 年という期間の違いはあるものの、JICA で行われて

いる支援は世界銀行の支援のわずか 4 分の 1 以下に留まっている。この 2 つを比較してみ

ても、世界銀行のような支援は金銭的な負担が日本の支援に比べて極めて大きいことは明

らかであろう。 

 

第 5 項 開発のための農業 
 世界開発報告(2008)「開発のための農業」によると、農業は貧困削減を達成するにあた

り、極めて重要な産業だとある。現在、途上国の貧困層の 4 人に 3 人は農村で居住し、そ

のほとんどが直接的あるいは間接的に農業で生計を立てていると言われている。特にサブ

サハラ・アフリカの大部分において、国の成長を農業が担っている農業ベース国である。

今回調査を行なったセネガルにおいても、農業が主要産業であり、国民の過半数が農業に

従事している。また、開発において農業は強力な実績を持っている。国際的な研究による

と農業に起因する GDP 成長は農業以外に起因する GDP 成長に比べると、貧困削減に関して

少なくとも 2 倍の効果があると言われている。そのため、農業の成長を促すことは各家計

における所得の向上、ひいては国全体の経済成長の加速、貧困からの脱却につながる。こ

れらの理由から、貧困削減に向けて農業に関して研究することは重要性が高いと言える。 

 

第 6 項 SHEP アプローチ 
前項でも述べたように農業は開発において極めて重要な産業である。よって我々はセネ

ガルにおける農業に着目し、JICA が行っている SHEP アプローチの事例を用いて実験を行

なった。 

SHEP アプローチとは、「小規模園芸農民組織協会計画プロジェクト：Smallholder 

Horticulture Empowerment & Promotion:SHEP」の中で、2006年からケニア農業省と JICA

の技術協力プロジェクトにおいて開発された小規模園芸農家支援のアプローチである(図 3

参照)。2016 年 9 月時点で 23 カ国が参加している。野菜や果物を生産する農家に対して、

「作って売る」から「売るために作る」への意識・行動変容を通じ、継続的な農家の所得

向上を目指し、市場志向型農業への転換を図る(図 3 参照)。ケニアでは 2006 年から 2009

年まで実施され、わずか 2 年で支援対象農家約 2,500 名の名目所得が平均で 2 倍以上向上

し、その効果が実証されている。 
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図 3 SHEPアプローチの考え方 

 
出典：JICAより引用 

 

SHEP アプローチは、大きく分けて 4 つの活動プロセスに分かれている(図 4 参照)。「対

象農家選定と目的共有」「農家の気づきの機会創出」「農家による決定」「技術<解決策>

の提供」である。「対象農家選定と目的共有」では、プロジェクトの活動説明会などを開

催し、これを通じて参加者はこれから実施される活動内容や自身の役割と責任を理解し、

市場志向型農業の実現についてのビジョンが共有される。そしてプロポーザル方式によっ

て参加意欲のある県が選定され、県によって対象グループが選定される。「農家の気づき

の機会創出」では、自身が所属する農業組織の現状調査を行う参加型ベースライン調査や、

市場関係者と農家が出会う場を創出し、会談を行うお見合いフォーラム、男女農家普及員

集合研修、農家による市場調査といった活動が行われる。その後、市場調査の結果をもと

に農家グループのメンバーで栽培作物を選び、出荷時期等の話し合いを行なう「農家によ

る決定」がなされる。最後に「技術<解決策>の提供」として、農家の選んだ市場が求めて

いると思う作物を栽培するために必要な技術を普及員によって提供され、農家はそれを学

ぶ。農家のニーズに適した技術が提供されるため、農家の学ぶ意欲は高く、技術の採用率

も高い。 

 

図 4 SHEPの 4つの STEP に基づく活動 

 
出典：JICAより引用 
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このような点から、SHEP アプローチの特徴として「農家が自ら行なう市場調査から、売

れると思う作物を予測し育てる」ことが挙げられる。 

我々の調査国であるセネガル共和国では、2017 年 2 月からニャイ地区(ダカール州・サ

ンルイ州・ルーガ州・ティエス州)にて SHEP アプローチが導入されている。ニャイ地区の

4 つの農業組織に SHEPが介入しており、現在第 2期が実施されている。 

 

第 2節 問題意識 
 

 現状分析で述べたように、現在、毎年 1,000 億ドル以上の資金が ODA として途上国に提

供されているが、未だ約約 7億 3600万人が 1日 1.9ドル以下で生活しており、世界の貧困

はなくなっていない。しかし、毎年 1,000 億ドル以上という莫大な資金を提供し続けるこ

とは途上国支援の持続可能性に欠け、実際に日本の ODA の総額が年々減少しているという

現状がある。また支援する地域を意識しない一方的なトップダウン型の支援では支援対象

者の成長を見込むことができず、支援が無くなったときに農家は自立することができない。

よってこのような支援は、継続して行う必要があるため、SDGs の一つ目の「貧困をなくそ

う」を達成することは不可能である。よって、持続可能な支援を目指すために、莫大な資

金を提供するだけではない効果的な支援と、それぞれの支援対象者に適した支援を行なう

必要があると考える。 

また、農家にどの作物がどの時期に売れるのかを予測する能力がないため、他の魅力的

な種類の作物があっても伝統的に作り続けている作物や指示された作物から変えようとし

ない。さらに、セネガル農業では高い値段で売れるはずの作物が、市場に大量に出回るこ

とで、本来の値段よりも低い値段でしか売れないという値崩れが起き、本来得られたはず

の収益を得ることができていない状況がある。 

さらに、農業は開発において極めて重要な産業であるにも関わらず、セネガルにおいて

は利益を見越した農業を行っている農家が未だに少なく、成長が伸び悩んでいる。このよ

うな現状が続いてしまうと、セネガルの農業のみならず、セネガル全体の経済成長、さら

に貧困からの脱却は難しいだろう。 

以上のことをまとめると、我々は(1)支援対象者の成長を意識しない支援は、持続可能

性に欠けており、(2)セネガル農家は市場で売れる作物を予測できないため、本来得られ

たはずの収益を得ることができない場合があり、(3)(2)のような農業の停滞はセネガル全

体の経済成長停滞をも引き起こしかねない、という 3つを問題意識として、本研究を行な

う。 

以上の問題意識を踏まえて、本稿では日本の ODAの理念である「自助努力」・「人づく

り」が重要であると考え、日本の国際協力機構である JICAがアフリカにおいて実施して

いる SHEPの事例を用いて、自分で考えて行動する能力を身に着けさせるための支援のあ

り方を提唱する。 
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第 2 章 先行研究 
 

第 1節 先行研究 
 問題意識を踏まえ、我々は開発途上国に対する支援のあり方について、農家の能力向上

に着目して研究を行なう。よって以下では(1)支援の効果に関する先行研究、(2)情報や知

識移転に関する先行研究の 2つの分野をまとめる。 

 

第 1 項 支援の効果に関する先行研究 
支援の効果を測る研究は、開発途上国において数多く行われている。Nakano, Tsusaka, 

Aida, & Pede(2018) では、タンザニアにおいて、JICA と MATI(Ministry of Agriculture 

Training Institute)が行っている TANRICEプロジェクトに参加した農家 202 世帯を対象

に、普及員から直接新技術を教えてもらった農家と、その農家から普及された農家、そし

て何のトレーニングもされていない農家の 3つのグループ に分けて、新技術を採用した

か、肥料を買うようになったか、生産量が増えたかをそれぞれ検証している。分析の結

果、直接技術を教えてもらわなかった農家でも、教えてもらった人との関係性が強い、も

しくは家が近かった場合に新技術を採用しやすくなり、肥料も買うようになることが判明

した。さらに肥料を買うようになったことから、生産量向上にも正の影響を与えた。この

ことは、普及員と支援対象者の関係だけに留まらず、支援対象者同士であっても関係が強

いことは支援の効果を向上させるということが示唆されている。また Goyal(2010)では、

インドの Madhya Pradesh州における 23の大豆生産地区の大豆農家を対象に、情報へのア

クセスの改善が、大豆の価格や農家の次回の大豆のプランティングにどのように影響する

かを検証している。この論文では、地方のマンディとプロセッサーの毎日の大豆の卸売価

格(低価格と高価格)に農民がアクセスできるようにするインターネットキオスクを設置

し、検証を行っている。分析の結果、大豆の価格が持続的に上昇し、農家が大豆の農地を

19％広げたことが判明した。このことは、情報のアクセスの改善が農家のより高い収益に

つながることを示している。言い換えると、情報を正確に受け取れている農家は、継続的

に高い収益を得ることができるといえる。また、Mitra, Mookherjee, Torero, & 

Visaria(2018)ではインドのジャガイモ農家に卸売り市場の価格情報を電話で伝えること

の影響を検証している。11 か月間にわたり、72 か村から各 24 の農家をランダムに抽出

し、合計 1545の農家を、価格を伝えるトリートメントグループと、何も行わないコント

ロールグループに分け、実験を行っている。分析の結果、農家の平均的な売上や販売価格

は変化しなかったが、販売価格へのパススルー(1％の為替レートの変化が、何％の価格変

化を引き起こすか)が増加した。以上のことから、バイヤーの競争促進や農家の卸売市場

へのアクセスを強化する必要があることが分かった。 

 

第 2 項 情報や知識移転に関する先行研究 
情報や知識移転が与える影響についての先行研究として、Kast & Meier(2017)がある。

この論文は、チリでマイクロクレジットの登録と口座開設を行ない、さらに携帯電話を持

っている 871人を対象に、SMSで各自の達成率や成功率を知らされることが預金回数、預

金総額、平均月残高に影響を与えるかを検証している。分析の結果、各自の達成率や成功

率を知らされたほうが効果的であることが判明した。このことは、人との出会いや仲間の

圧力が、各自の預金回数などの向上には不可欠ではないことが明らかにした。つまり、形

式知と呼ばれる言語化できるような知識移転においては、対面の接触は必要でないことが

示唆されている。 
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第 2節 本稿の位置付け 
 

前節でも述べたように、支援の効果を測る研究は数多く行われている。しかし Mitra et 

al.(2018)では価格を伝え、市場志向型の農家を育てるという介入を行っているが、物的

介入を行なった場合との違いを検証しているものではない。つまり、日本的なボトムアッ

プ型の支援と、世界で主に行われているトップダウン型の支援との違いを検証した研究は、

我々が知る限り行われていない。そのため現在、日本的な支援の重要性は学術的には証明

されていない。そこで本稿では、日本的なボトムアップ型の支援を行なうトリートメント

グループ 1 と、世界で主に行われているトップダウン型の支援を行なうトリートメントグ

ループ 2、そして何も介入を行わないコントロールグループに分けて実験を行なった。実

験前と実験後を、DID(Difference-in-Difference)を用いて分析することで、ボトムアッ

プ型の支援と、トップダウン型の支援との違いを検証することができる点が、本稿の新規

性であると考える。本研究により、我々が問題意識として挙げていた、(1)支援対象者の

成長を意識しない支援は持続可能性に欠けている、ということを支援の違いを検証するこ

とで解決策を見出すことができると考える。 

また、上述した先行研究は、一時点での農地の拡大範囲や新技術の採用有無を検証した

ものであり、検証後の効果が保証されているものではない。よって我々は、検証後も被験

者が持続的にその効果を発揮できるかどうかを測るために、農家の市場の動向を把握する

能力を数値化した、市場動向認知能力指数を用いて分析を行なった。能力は支援対象者が

得たものであり、他の人から奪われるものではない。加えて収入や生産量は天候などにも

影響を受けるが、能力は影響を受けない。そのため、より長期的な効果を発揮することが

できると考える。これにより、追跡調査を行わなくても、支援終了後の効果を測ることが

できる点も、本稿の新規性と言える。さらに、問題意識(2)セネガル農家は市場で売れる

作物を予測できないため、本来得られたはずの収益を得ることができない(3)(2)のような

農業の停滞はセネガル全体の経済成長停滞をも引き起こしかねない、という問題への対処

法にもなり得る。 

加えて、本稿の分析結果により、ボトムアップ型の支援がトップダウン型の支援よりも

効果的であることが学術的に証明されれば、セネガルのみならず、世界中の支援を必要と

している開発途上国にとっては、一度の支援でより効果を得ることができるようになり、

さらに支援をする側も限られた資金の中で持続的に支援を行なうことができると考える。

よって、本研究は貧困問題が存在するこの世界において支援国・支援対象国ともに非常に

重要なものであり、有意義なものである。 
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第 3 章 理論・分析 

第 1節 検証仮説 
 

現状分析で述べたように、「自助努力」・「人づくり」を特徴とする日本的な支援は他

国の支援に比べ、より持続的な効果をあげることができている可能性があることが明らか

になった。そこで、上述した問題意識と先行研究より、我々は「セネガル農村において日

本的な支援がより農家のマネジメント能力を向上させる」という検証仮説を立て、介入実

験のデータを用いた実証分析を行なう(図 5 参照)。分析によって、日本的な支援が農家の

営農に関するマネジメント能力を向上させることが明らかになれば、より長期的な効果を

もたらす政策を提言できると考える。 

 

図 5 検証仮説 

 
(筆者作成) 

 

第 2節 データの説明 
 

本稿で使用するデータは、関西学院大学経済学部・栗田研究会 6 期生が 2018 年 8 月に実

際にセネガルに訪れ、JICA 協力のもと、独自の調査表を用いた各家計へのアンケート調査

により得たものである。現地では、ダカール大学に通う学生が通訳として調査に同行した。

訪れた地域は首都ダカールから東へ 50km離れたティエス州であり、コントロールグループ

とトリートメントグループ、合わせて 6 か村で調査・介入実験を行なった。サンプル数は

179 世帯、945 人である。本調査の対象となった調査地の選定は、3 日間にわたり行われた。

選定基準は(1)世帯数がセネガル農村の一般的な世帯数である 30世帯以上 70 世帯以下であ

ること、(2)ほとんどの世帯が農業を営んでいること、(3)会合を行えること、(4)国道に

面していないこと、の 4 つである。国道を避ける理由としては、多くの農村が内陸に位置

しており、そのような平均的な農村を調査地として抽出するためである。候補として 24か

村を訪れ、その中から最も選定基準に合った 6 か村を選定した。選定した 7 か村は、国道

からの位置関係や世帯数を考慮して、それぞれ各 2 か村を割り振った(図 6,図 7 参照)。調

査農村における特性は表 1の通りである。 

  

自分で考えて行動する能力の不足

支援介入後支援介入前

日本的な支援
「自助努力」
「人づくり」

農家のマネジメント能力向上
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表 1 調査農村における特性 

 
(筆者作成) 

 

図 6 調査地(全体図) 

(筆者作成) 

 

図 7 調査地(詳細) 

(筆者作成) 

変数名 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
年齢 172 49.634 13.790 24 90
農業収入 170 1,677,845 9270195 0 115,000,000
最終学歴 176 2.472 4.486 0 20

C：コントロールグループの 

2か村 

T1：トリートメントグループ 1

の 2か村 

T2：トリートメントグループ 2

の 2か村 
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第 3節 実験内容 
我々は「自助努力」・「人づくり」を重視する日本的な支援と一方的なトップダウン型

の支援のインパクトの差を比較するために、セネガルの農村において介入実験をおこなっ

た。まず 6つの農村をトップダウン型の支援を行なうトリートメントグループ 1の 2か村、

日本的な支援を行なうトリートメントグループ 2 の 2 か村、介入を行わないコントロール

グループの 2か村に分け、2018年 8月 3日から 2018年 8月 29日までの 27日間で介入を行

なった。トップダウン型の支援を体現したトリートメントグループでは農業に関する技術

訓練を行なった。技術訓練の内容としては農作物の品質を向上させるため、畝や作付けに

関する教材を配布し、またその実践の際に必要なメジャーの配布を行なった。ここでは世

界の主な潮流である物的支援を再現した(図 8 参照)。一方で日本的な支援を行なうトリー

トメントグループでは先ほどと同様の技術訓練に加え、SHEP の事例を参考に、情報提供と

ネットワーク強化を行なった(図 9参照)。情報提供は主要作物 10 種の野菜について首都ダ

カールの市場価格を各農村 2、3 名に 3 週間毎日配布した。この際の情報提供手段は Kast 

et al.(2017)を元に、SMS で行なった。市場価格を受け取る代表者には、毎日その市場価

格を記入する図 10 のワークノートを配布した。このワークノートを記入することで、作物

の価格の推移を把握しやすくなる。さらにこのワークノートには、前日と比較して価格が

下落した作物、又は上昇した作物について記入する欄や、そこからどのような傾向を読み

取ることができるかを記入する欄を設けた。 

またネットワーク強化についても、Asheim & Arne(2002)より、暗黙知の移転には対面の

接触が必要とあるため、個人の経験に基づく知識の移転や市場に関する洞察の共有を目的

として、毎週 1回ミーティングを開催した。ミーティングでは約 40名の農民が 2つ、もし

くは 3 つのグループに分かれ、農業技術や市場の動向に関する考察について約 1 時間話し

合ってもらった。さらに各農村の代表者に送られてきた価格情報の共有についても、この

ミーティング内で行われた。ミーティングのトピックは、(1)どのように作物を管理して

いるか、(2)どの作物を育てているか、(3)どのように作物を育てているか、(4)市場価格

の傾向、の 4項目を図 11のパンフレットを用意して行なった。ここでは物的支援のみなら

ず、人づくりを中心とした日本的な支援を再現した。 

 価格の認知度についてはテストを行ない、測定した。 

 

図 8 トリートメントグループ 1・2 の実験内容 

 
(筆者作成) 

 

世界的な支援

農家

畝・作付けに
関する教材と
メジャーの配布

農家
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図 9 トリートメントグループ 2のみの実験内容 

 
(筆者作成) 

 

 

図 10 ワークノート(価格変動記録) 

 
(筆者作成) 

 

 

図 11 ミーティングのトピック 

 
(筆者作成)
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第 4節 理論モデル 
 

我々は、日本的な支援が農家のマネジメント能力にどのような効果をもたらすかという

ことに焦点を当てて分析をする。本稿では、DIDを用いて推計を行なう。DIDによる重回帰

モデルは以下の通りである。 

 
𝑦𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑇𝑖 + 𝛽2𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑡 + 𝛽3(𝑇𝑖 × 𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑡) + 𝛽4𝐶𝑖 + 𝑈𝑖𝑡 

 

 時点tにおける個人iの市場動向認知能力指数を𝑦𝑖𝑡、介入実験を比較する際に基準にした

グループが 0 をとり、もう一方が 1 をとる介入のダミー変数を𝑇𝑖、介入実験後(時点ｔ＝2)

であれば 1、介入実験前であれば 0 を取る時点のダミー変数を𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑡、そして介入のダミ

ー変数と時点のダミー変数の交差項を(𝑇𝑖 × 𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑡)とする。さらに市場動向認知能力指数

に影響を与える個人の年齢などの外的要因を𝐶𝑖とする。 

 

第 5節 計量モデル 
 

本稿では、介入実験前と介入実験後で、農家の市場の動向を認知する能力の変化を検証

する。そのため我々は、市場動向認知能力指数を作成し、その変化を、DID を用いて分析

した。以下は市場動向認知能力指数の測定式である。 

 

∑
｜(作物 𝑖 の実際の都市市場価格) − (作物 𝑖 の農家が予測した都市市場価格)｜

作物 𝑖 の実際の都市市場価格
 

 

 作物 i の実際の都市市場価格は、首都ダカールのスーパーマーケットで売られている価

格を設定した。作物 i の農家が予測した都市市場価格では、介入実験前と介入実験後にテ

ストを実施することによって測定した。つまり農家が市場動向を適切に把握できている場

合は、実際の都市市場価格との乖離も小さくなるため、点数が低いほど市場動向認知能力

は高いと言える。また、本稿の調査で用いた作物 i は 10 種類であり、表 2に示している。

作物の選定は調査地で頻繁に育てられている作物を選定した。また、ミルとは落花生の一

種で、セネガル農家の多くが栽培している作物である。主にクスクスという伝統料理に使

われている。 

我々はこの市場動向認知能力を被説明変数とし、3 つのグループに分けて DID 分析を行

なった。その際には各介入の効果を測る際に 3 本の推計式を用いて分析した。推計式の詳

細については、次節で述べる。 

 

表 2 市場動向認知能力指数測定に用いた作物 

ジャガイモ トマト 
キャベツ きゅうり 
スイカ ミル 
ニンジン ピーナツ 
とうがらし タマネギ 

(筆者作成) 
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第 6節 分析 
 

第 1 項 推計式 
 以下の推計式は、市場動向認知能力指数を被説明変数に設定し、それぞれの介入実験グ

ループで、市場動向認知能力指数への影響を検証するための式である。各介入の効果を測

るために、(推計式 1)介入実験を行わなかったコントロールグループと、技術訓練のみを

行なったトリートメントグループ 1の DID、(推計式 2)介入実験を行わなかったコントロー

ルグループと、技術訓練に加え、市場価格を SMS で送り、ネットワーク強化介入を行なっ

たトリートメントグループ 2の DID、(推計式 3)技術訓練のみを行なったトリートメントグ

ループ 1と、ネットワーク強化実験も行なったトリートメントグループ 2の DID、計 3本の

推計式を用いて検証した(図 12参照)。 

 

図 12 推計のデザイン 

 
(筆者作成) 

 

推計式は Peter(2006)を倣い、推計式を以下のように決定した。  

 

(市場動向認知能力指数)𝑖＝𝛽0＋𝛽1𝑖(時点ダミーとグループダミーの交差項) 
＋𝛽2𝑖(グループダミー)＋𝛽3𝑖(時点ダミー)＋𝛽4𝑖(農業収入) 

＋𝛽5𝑖(最終学歴)＋𝛽6𝑖(年齢)＋𝑈𝑖 
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説明変数の説明は表 3 の通りである。 

 

表 3 説明変数の説明 

 
(筆者作成) 

 

第 2 項 分析方法 
 本稿では DID と最小二乗法を用いて分析を行なう。同時に分散不均一への対処法として

ロバスト推定を用いた。分析の際には、各介入の効果を測るために、グループダミーはそ

れぞれ、(推計式 1)コントロールグループを 0、トリートメントグループ 1 を 1、(推計式

2)コントロールグループを 0、トリートメントグループ 2 を 1、(推計式 3)トリートメント

グループ 1を 0、トリートメントグループ 2を 1として分析を行なった。これにより、グル

ープダミーが 1 であるグループは、0 であるグループよりも、どの程度市場動向認知能力

指数に影響を与えるのかを検証することができる。 

 

  

時点ダミー 実験介入前を０、実験介入後を１とした。

2つのグループを比較する際に、基準にしたグループを０、

もう一方を１とした。推計式1本目の場合、コントロールグループを０、

トリートメントグループ１を１とした。

学校の在籍年数ではなく、最終学歴を使用。小学校1年から、学年を追うご

とに1ずつ増えていく。アラビックスクールは道徳的な教育であるため、本

分析では含まない。

グループダミー

以下の時点ダミーとグループダミーをかけた変数。比較するグループも

実験介入前は効果を得ていない状態であるため、時点ダミーとかけること

で、比較するグループの実験介入後の効果を検証することができる。

昨年度の農業による収入。乾季と雨季によって農作物の種類や量が異なるた

め、それぞれ分けて質問をし、合計して算出した。

農業収入

最終学歴

時点ダミーとグループダミーの交差項
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第 3 項 分析結果と考察 
 前項の分析方法を用いて分析を行なった結果は表 4に示している。 

 

表 4 分析結果 

 
(筆者作成) 

 

 本稿では、推計式ごとに(1)DIDの基本的なモデル、(2)DIDの基本的なモデルに外的要因

を追加したモデルの 2 つを用いて行なった。外的要因とは介入実験以外に市場動向認知能

力を変化させ得る変数のことである。この外的要因を説明変数に追加することで、より精

度の高い分析を行なうことができる。よって分析結果の考察には(2)DID の基本的なモデル

に外的要因を追加したモデルを用いる。 

DID による分析の効果を測るためには、時点ダミーとグループダミーの交差項を見ると

よい。推計式 1 の推計結果は時点ダミーとグループダミーの交差項が負の係数ではあるが、

有意には働かなかった。このことから、技術訓練のみの純粋な効果は、市場動向認知能力

指数に負の影響を与えるが、有意に市場動向認知能力指数を低下させる影響を持たないこ

とが判明した。 

 次に推計式 1の推計結果は、時点ダミーとグループダミーの交差項が有意水準 1％以下

の値で負の効果を示している。つまり市場動向認知能力指数に負の効果があるため、市場

動向認知能力は日本的な支援を行なうことで向上することが判明した。このことは、我々

が仮定として挙げていた、「日本的な支援が農家のマネジメント能力を向上させる」とい

うことに整合的であることが示された。さらに、世界で主に行われている支援と、日本型

の支援を比較するための分析として、推計式 3の推計結果を見る。 

 推計式 3の推計結果は、時点ダミーとグループダミーの交差項が有意水準 10％以下の値

で負の効果を示している。これにより、「世界で主に行われている支援よりも、日本的な

支援がより効果的」であることが示された。 

(1) (2) (1) (2) (1) (2)

-0.022 -0.574 -0.838** -1.404*** -0.816* -0.815*

(0.667) (0.549) (0.394) (0.479) (0.457) (0.475)

1.112** 1.598*** 0.733*** 0.863*** -0.379 -0.489

(0.498) (0.354) (0.242) (0.270) (0.275) (0.349)

-0.112 0.422 -0.112 0.425 -0.134 -0.134

(0.580) (0.403) (0.282) (0.400) (0.366) (0.342)

-5.34e-09 -3.88e-09 -8.94e-09

(3.76e-09) (3.90e-09) (8.44e-08)

-0.0908** 0.0760 -0.0242

(0.0355) (0.0749) (0.0266)

-0.0270** -0.0146 -0.0271***

(0.0109) (0.0117) (0.00897)

4.224*** 5.422*** 4.224*** 4.636*** 5.336*** 6.800***

(0.441) (0.630) (0.194) (0.696) (0.234) (0.526)

サンプル数 182 152 190 162 282 262

自由度調整済み決定係数 0.061 0.118 0.074 0.130 0.072 0.112

Robust standard errors in parentheses

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

推計式３

変数名

市場動向認知能力

推計式１ 推計式２

（時点×グループ）

グループダミー

時点ダミー

農業収入

最終学歴

年齢

切片
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 以上の結果から、技術訓練のみの介入は市場動向認知能力に有意に影響を与えなかった

が、技術訓練に加え市場価格を SMSで送り、ネットワーク強化を行なった介入は、市場動

向認知能力に有意に影響を与えた。さらに係数を見てみると、技術訓練をした場合の純粋

な効果(推計式 1)よりも、それに加えてネットワーク強化を行なったときの効果との差(推

計式 3本目)のほうが大きいことが分かる。このことは技術訓練を行なうよりも、ネット

ワーク強化をしたほうが、能力の向上が見込まれることを示している。 

これらのことをまとめると、(1)世界で主に行われているトップダウン型の支援は農家

の能力向上には有意な影響を与えず、(2)日本的なボトムアップ型の支援は農家の能力を

向上させ、(3)トップダウン型の支援を行なうよりも、ボトムアップ型の支援を行なう方

が、農家の能力向上に正の影響を与える、ということが判明した。また、この推計は農家

の能力を測って分析した結果であるため、この効果は天候などに影響を受ける一時的なも

のではなく、長期的な生産量の向上や、それに際した収入の増加が見込まれるだろう。分

析の結果によると、トップダウン型の支援は農家の能力を向上させることにはつながらな

い一方、日本型のボトムアップ型の支援は農家の能力を向上させるため、長期的な農家の

成長を考慮すると、日本型の支援がより効果的であることが分かった(図 13 参照)。 

 

図 13 推計結果の直観的理解 

 
(筆者作成) 

 

 以上の分析結果を踏まえ、次章ではセネガル農村のみならず、他の開発途上国、そして

支援国に対して有意義となるような政策提言を行なう。 

 

トリートメント１
世界的な支援

コントロール
介入なし

トリートメント２
世界的な支援
＋日本的な支援

推計式２推計式１

推計式３

・農家の能力向上に有意な
影響与えず

・農家の能力向上に有意に影響
・農家の能力向上に正の影響

技術介入

ネットワーク介入
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第 4 章 政策提言 

第 1節 政策提言の意義 
 

 世界的に見れば ODA の年間支出総額は増加しているが、日本の年間 ODA 支出額に着目す

ると減少していることが現状分析からも明らかとなっている。1 年の ODA 支出総額は

1576.8 億ドルであり、このような莫大な資金を途上国に送り続けることには限界があると

考えられる。このままでは 2015年に開催された国連持続可能な開発サミットで提唱された

人間、地球及び繁栄のための行動計画である「我々の世界を変革する：持続可能な開発の

ための 2030アジェンダ」の持続可能な開発のための目標(SDGs)を達成することができない。

しかし、途上国に支援を行なうことは、JICA によると、「資源や食料の多くを海外からの

輸入に頼っている日本にとっては、ODA を通じて途上国の発展をお手伝いし、それを世界

の安定と平和につなげていくことは、日本の利益にもつながる」と記されている。よって、

途上国に支援を行ない続けるにあたり、莫大な資金を提供するだけの量的な支援ではなく、

支援の質を高めていくことが必要である。このような支援を行なうことで支援する側・支

援される側の双方に利益がもたらされると考える。 

 

第 2節 政策提言の方向性 
 

分析結果より、市場価格を SMS で送り、農家間のネットワーク強化を行なった介入は、

市場動向認知能力に有意に影響を与え、ネットワーク強化をすることによって技術訓練を

行なうよりもより能力の向上が見込まれるということが明らかになった。よって我々は持

続的な支援を可能にし、世界の貧困をなくすことを大きな目標とし、(1)日本的な支援を

広めるための政策提言、(2)支援の質を高めるための政策提言の 2方面から政策提言を行な

う。具体的には、我々は以下の 3つの政策提言を行なう(図 14 参照)。 

 1．普及員育成プログラムの海外派遣 

 2．農業組織の強化 

 3．ミーティングの開催 
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図 14 政策提言の方向性 

 
(筆者作成) 

 

第 3節 政策提言 
 

第 1 項 普及員育成プログラムの海外派遣 

日本的な支援が、支援対象者の能力を向上させ、さらにそのことは長期的な所得向上に

つながることは、すでに本稿で明らかになった。しかし支援国が日本的な支援を実践する

際には、普及員も日本的な支援の重要性を十分に理解し、自らで考え、行動する能力が必

要になる。なぜなら、支援対象者に寄り添った支援では、1 つの絶対的な方法は存在せず、

時と場合によって支援対象者を成長させるためには何が必要かを考え、行動を変えていか

なければならないからだ。これは SHEPアプローチでも提唱されているように、普及員と支

援対象者は相互の努力によって相互に成長していく必要がある。このように、普及員の努

力によって成り立つ支援において、普及員に対する教育は必要不可欠である。よって我々

は、日本国内で行われている JICAの普及員育成プログラムを他の主要支援国に対して行な

うことを提言する。他の主要支援国が、日本的な支援の重要性について理解していても、

十分に普及員が学習できる場がなければ、実践に至るまでに時間を要するだろう。そこで、

日本が今まで蓄積してきた経験や知恵を教えることは、他の主要支援国が日本的な支援を

実践することを容易にする。また、問題意識でも述べたように、現在のようなトップダウ

ン型の支援を続けてしまうと、支援対象者の成長が見込まれず、支援し続けなければなら

ないため、莫大な資金が必要になる。一方日本的な支援では、支援対象者が支援をきっか

けに成長していくことが期待されるため、支援対象者は支援プロジェクト終了後には自立

し、支援をし続ける必要がなくなる。このことは支援国からしても、資金の供給を過剰に

することを防ぐ。そのため、普及員の派遣に支払う額も、今までと同じ支援を続けていく

ことに比べ、長期的に見ると少額になるだろう。 
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さらに我々は普及員育成プログラムの海外派遣の提言に際し、支援にかかるコスト計算

を、本稿の分析結果を用いて行なった。コスト計算は、(1)日本的な支援のみを受けた場

合と、(2)世界で主に行われている支援のみを受けた場合、(3)そしてその両方を受けた場

合を比較した。また、支援で得られる効果はできるだけ理解を容易にするため、支援対象

者が支援分野に関するテストで獲得できるようになった点数(テストの点数の向上幅)だと

する。 

まず(1)日本的な支援のみを受けた場合にかかる費用を 100億円とする。その場合、得ら

れるテストの点数の向上幅は表 4 の分析結果の係数を用い、81.5 点だとする。この結果を

基準にすると、(2)世界で主に行われている支援のみを受けた場合は、同様に分析結果を

参考にすると、57.4 点である。このことから、(2)世界で主に行われている支援のみを受

けた場合は、(1)日本的な支援のみを受けた場合に得られる効果と同等の効果を得るため

には、以下の式(ⅰ)、(ⅱ)より 141.9 億円のコストをかけなければならない。よって世界

で主に行われている支援よりも、日本的な支援のほうが低コストで能力の向上が期待でき

る。 

 81.5 57.4⁄ = 1.419 (ⅰ) 

 100 億円 × 1.419 = 141.9 億円 (ⅱ) 

 

さらに(3)両方を受けた場合に(1)日本的な支援のみを受けた場合に得られる効果と同等

の効果を得るためには、(3)では 140.4点の向上が予想されるため、式(ⅲ)、(ⅳ)より 58.0

億円のコストで実施することができる。つまり同じコストをかけるのであれば、日本的な

支援と、世界で行われている支援の両方を組み合わせた支援が支援対象者の能力をあげる

という点で最も優れていると言える。 

 81.5 140.4⁄ = 0.580 (ⅲ) 

 100 億円 × 0.580 = 58 億円 (ⅳ) 

 

以上のコスト計算から、日本的な支援は低コストかつ、高い効果が期待できるが、最も

効果的な支援は、世界的な支援と日本的な支援を組み合わせた支援である。よって支援対

象者の教育に特化した普及員を確保することよりも、既存の技術訓練ができる普及員に日

本的な支援を教えることのほうが、世界的な支援も日本的な支援も同時に行える普及員が

増えることになるため、この政策提言は非常に望ましい結果をもたらす。 

 

第 2 項 農業組織の機能強化 
 本稿で事例としていた SHEPでは、普及員が農家を市場に連れていくという役割を担って

いた。しかし農家自ら市場に出向く、もしくは自らで市場の動向を把握しようとすること

ができれば、農家を市場に連れていくコストが抑えられるほか、支援プロジェクト終了後

も、農家自身で続けていくことができる。 

そこで、本稿の実験で農業組織の疑似グループを既存のネットワークを壊すことなく作

ることで、代表者のみに情報提供をした場合でも、各メンバーの市場動向認知能力が向上

すると判明したことから、代表者が市場の動向を把握することに加え、農業組織の機能強

化をすることで、市場の動向をメンバー全員が把握することができると考えた。 

農業組織に所属することで、個人で農業を営むよりも、政府からの優遇を受けやすくな

る、リスクシェアリングができる、そして情報にアクセスしやすくなるなどのメリットが

ある。しかしこれらのメリットは農業組織が適切に機能している場合に享受できるもので

あるため、農業組織の機能強化は必要不可欠である。 

よって我々は以上のことを踏まえ、代表者が市場動向を把握でき、さらに農業組織の機

能強化をすることで、その情報にメンバー全員がアクセスできるようなシステムを考えた。 

そこで我々は特に女性の農業組織で行われているシステムを参考にした。このシステム
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は、農業組織の月会費を分配し、メンバーの一部に融資を行ない、そしてその人が、受け

取った融資を使用して儲けを出し、利子をつけて返す、という一連の流れを繰り返してい

くことで、農業組織としての資金を増やしていく、というシステムに着目した。 

まず、月会費の使い方は、誰かに融資をする、肥料などを安価で買うなどメンバー全員

でミーティングを開催し、話し合うことで決定する。この時メンバーは自分が支払った月

会費の使い道を自分で決めることができるため、ミーティングへの参加意欲が上がる。そ

してこのミーティングの際に、代表者にはあらかじめ渡していたワークノートを記入した

ものを、メンバー全員に共有してもらう。ワークノートは本研究の実験で用いたワークノ

ートを使用する。このワークノートは毎日同じ項目を設定しているため、支援プロジェク

ト終了後も自らで管理していくことができる。 

また、代表者は本来の農業組織の代表者でもよいが、新しい農業組織の代表者とは別に、

情報を伝える代表者を推薦方式で作ることを推奨する。これは JICA(2016)「現場の声から

ひもとく国際協力の心理学」内の事例にもあるように、推薦方式で選ばれた代表者が、チ

ームに対する信頼に応えようとする責任感が生まれ、チームの総意で選ばれたことから、

成功してチームに貢献したいという強い意志が固まった、という関係性欲求を刺激するこ

とにもつながるからだ。関係性欲求とは、「他者との良好なつながりを望む傾向」である。

これにより、代表に選ばれた人は積極的に活動を行なうと考えられる。 

しかしこの代表者を選ぶ際に注意しなければならないことがある。それは、代表者を選

ぶ際に、明確な基準を設けることである。この基準がなければ、代表に選ばれたとしても、

無理に選ばれたと感じてしまう場合もあるもしれない。そのため、情報へのアクセス方法

を最も多く持っている人や、同程度の農地面積で最も利益を出している人など、複数の項

目を用意し、代表者を選出することが望ましい。 

農業組織にアプローチをしている支援は、SHEP も含め多く存在する。しかし SHEP の場

合もプロポーザル方式をとっており、本来営農に積極的な農業組織を対象にしている。そ

のため、支援する側がある程度の呼びかけをするだけでも、自発的に目標に向かって行動

する場合が多い。しかしこの政策提言は、心理的側面からもアプローチをしているため、

元来営農に積極的ではなかった農家も、積極的に参加することが見込まれる。さらに先に

も述べたように、支援プロジェクト終了後も自らで自立して続けていけるような支援であ

るということは、つまり支援をする側の負担も少ないことを意味する。よってこの政策提

言は実現可能性が高いと言える。 

 

第 3 項 ミーティングの開催 
 我々はトリートメントグループ 2 に対して個人の経験に基づく知識の移転や市場に関す

る洞察の共有を目的として、毎週 1 回のミーティングの介入を行なった。介入実験の結果、

ミーティングは市場動向認知能力に有意に影響を与え、能力の向上が見込まれることが明

らかとなった。そこで、農家の能力向上をもたらす継続的なミーティングのあり方として、

支援対象者による支援対象者のためのミーティングを提唱する。このミーティングでは農

家が抱えている問題を農家自身で解決することによって、農家の自立を促す仕組みを用い

る。また、適切な問題点を把握するために、農家だけでなく普及員と共に問題を見つける

ための調査を行なう。 

まずミーティング実施前に普及員と農家が共に支援対象村の農業状態を調査し、それぞ

れの農家が解決すべき問題を発見する。普及員は JICAがセネガルの中央組織であるニャイ

地区営農連合組織2(Association des Unions Maraîchères des Niayes / Association of 

Farming Unions of the Niayes : AUMN)経由で行なう。そこで普及員と農家が発見した問

                             
2 ティエスに事務局を置く、368農家グループを傘下に収める、18ユニオンが集まる中央組織。総会員数は 17,500名

を超えると言われている(独立行政法人国際協力機構(JICA)「セネガル国 小規模園芸農家能力強化プロジェクト(第 1

期) ニャイ地区の実態調査報告書」参照)。 
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題の解決策について各農業組織でミーティングを行なう。ミーティングで提唱された解決

策を農業組織代表者が代表者会議に持ち帰り、他の農業組織代表者・普及員とディスカッ

ションを行ない、解決策の評価を得る。高い評価を得られれば解決策を実践することがで

きる。解決策が達成されれば新たな問題向けて動く。この一連の流れを 1 年間継続して行

なう(図 15 参照)。1年間という期間は、JICAが行っている貧困削減プログラムの中でも筆

者の知る限り存在しない。支援プログラムには 3年以上かかるものがほとんどであり、1年

間で効果を期待できる、このミーティングの流れは、普及員の負担をも軽減する。 

継続的なミーティングの開催には農家が参加したいと思えるミーティングのあり方が重

要である。農家主体のミーティングを開催することで、農家が自然とミーティング参加を

継続させ、普及員と共に行なった問題提示と農業組織内での問題解決策の導出を通じて、

支援が無くなったあとも農家が自立することが可能になる。ミーティングを開催すること

は、SHEP アプローチ 2 つ目の「農家の気づきの機会創出」がなされるだけでなく、農家同

士の話し合いの場としての役割を果たし、農家間のネットワーク強化につながる。 

また、ミーティングは農家主体で行われるため、すべてのミーティングに普及員が参加

する必要性はない。さらに村内でミーティングが行われるため、農家が他の村へ移動する

手間・コストを省くことが可能になるという点で実現可能性が高いと言える。またミーテ

ィングの内容を、農家自身が迷っていることや相談したいことに設定することができるた

め、農家のミーティングへの参加意欲が高くなることも期待される。 

 

図 15 ミーティングの流れ 

 
(筆者作成) 

  

各農業組織代表者が集まる
それぞれの問題点解決法の共有・新たな問題点の発見

代表者会議

A村
農業組織A 農業組織B 農業組織C 農業組織D

普及員・農家

調査・問題点の発見
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第 4節 政策提言のまとめ 
以下政策提言についてまとめる。 

政策提言 1 より、普及員の育成を普及員が行なうことによって、普及員育成の時間・コ

ストを削減することができる。加えて日本的な支援を主要支援国が行えるようになること

で、資金が限られているという制約がある中でも、持続的な支援を実現することができる。 

 政策提言 2 の農業組織の機能強化によって、農家の情報へアクセスが容易になる。さら

に農家の心理的な面にもアプローチすることによって、ミーティングへの参加意欲の向上

も期待される。 

最後に政策提言 3 のミーティングの開催により、農業に関する情報を知る、「気づきの

機会」が与えられるだけでなく、農家自身で問題点を発見し、解決策を見出す、自立した

能力を身につけることができる(図 16参照)。 

以上のことから、我々が提唱した政策提言は、持続可能な支援を実現し、世界の貧困を

なくすうえで非常に有意義なものであると言える。 

 

図 16 政策提言のまとめ 

 
 

(筆者作成) 
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おわりに 
本稿では、セネガル農村における日本的な支援の影響に着眼点を置き、それが農家のマ

ネジメント能力にどのような影響を与えているのかを分析した。DID を用いた推計を行な

った結果、技術訓練のみの介入は、市場動向認知能力に有意に影響を与えなかったが、技

術訓練に加え、市場価格を SMS で送り、ネットワーク強化を行なった介入は、市場動向認

知能力に有意に影響を与えていることが明らかになった。これらの結果を踏まえて、日本

的な支援を広めるための「普及員育成プログラムの海外派遣」・「ミーティングの開催」

と支援の質を高めるための「農業組織の機能強化」を政策として提言した。 

 最後に、本稿の作成に当たって、有益かつ熱心なご指導を頂いた栗田匡相准教授、調査

に協力してくださった JICA やダカール大学の学生、調査を快く引き受けてくださったセ

ネガル農村の方々、その他調査に協力してくださった多くの方々へ、心から感謝の意を表

する。本研究が、今後のセネガルの開発を目指すうえでの一助となることを願い、本稿を

締めさせていただく。 
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